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(3.6)コ ス ト関数

は じめに,外 部性を発生させるものに付与された法的な資格が法律上の責任

ルールによって保護されているときには,外 部性の影響 を受ける当事者のコス

ト関数が分離型であっても非分離型であっても,企 業の自由な参入 ・退出が見

られない短期においてはコースの定理が成立することを証明した分析の要点を

まとめてみよう。次に,外 部性 を発生させ るものに付与された法的な資格が財

産権 ルールで保護されているときには,長 期においてもコースの定理が成立す

ることを証明した分析を考えてみよう。これらの作業 によって,コ ースの定理

が成立する条件を見出してみよう。

(3.6.1)法 律 上 の責任ル ール とコス ト関数

は じめ に,A.ギ フ オー ドとC.C.ス トー ン(A.Gifford,Jr.andC.C.Stone)

(1973)に よ る次 の ような非分離 型の コス ト関数 を想 定 した分析 をまとめ よう。

以 下で は異 な る競争 的産業 に属 する企業1と 企業2を 考 える。 どち らの企業 も

レン トを生 み出す譲渡不 可能 な投入 物(例 えば土地)を 使 っている とす る。企

業1は 外 部性 を発生 させてお り,企 業2は その影響 を受 けてお り,そ の影響 は

コス ト関数に表れ ている と しよう。企業1と 企業2が それぞ れ生 産す る財1と

2の 量 をq1とq2,価 格 をP1とP2で 表 す。 そ して,企 業1と 企業2の コス ト

関数 はそれ ぞれC1(q1),C2(q1,q2)の よ うな非 分離型 コス ト関数 で書 ける と

す る。 これ らの コス ト関 数 はq三(i=1,2)で 一 階微 分 して も二 階微分 して も正
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で ある とす る。 つ ま り,一 階微分 そ して二 階微 分 に関 して,C11(q1)>0,C21

(q、,q2)>0,C22(q、,q2)>0,C1、 、(q、)>0,C2、 、(q、,q2)>0,C2、2(q、,q2)

>0,C221(ql,q2)>0,C222(q1,q2)>0で あ る。さ らに,C1(0)=0,C2(q1,0)

=0と 仮 定す る。

企 業1に とって最大利 潤 を もた らす財1の 生 産量 は,最 大 化問題maxplq1

-C1(q1)を 解 いた解 で ある
。 この解,つ ま り最適 産 出量 をq1*と 表 す こ とに

す る。 この と き,最 大利潤 を π1*と す る と,Pl=cl(q1*)の と きに π1*(q1*)

が もた らされ る。 同様 に,企 業2に とって最 大利潤 を もた らす 財2の 生 産量

q2*は,最 大化 問題maxp2q2-C2(q1",q2)を 解 い た解 となる。最 大利潤 を π2*

とす る とき,p2=C2(q1",q2*)の と きに π2*(q1*,q2*)が もた らされ る。

第1に,企 業1に 損害賠償 の責任 が割 り当て られてい ないケース を考 えてみ

よう。 この と き,企 業2は 企 業1に 対 して補償 を支払 って財1の 産 出量 を減 ら

して もらわ なけれ ばな らない。 企業1が 最低 限要求 す る補償額 をB11,企 業2

が 最大 限支払 うこ とがで きる補償額 をB12と し よ う。 この とき,

B11=Plq1*-C1(q1*)-Plql+C1(q1)=π1*一 πl

B12=P2q2-C2(q1,q2)-P2q2*+C2(q1*,q2*)=π2一 π2*

と書 け る。現 実 に支払 われ る補償 額 をB1と 表そ う。 これ は2つ の企 業 の交渉

力 によってB11とB12の 中 間の金 額 にな る。 ゆ えに,定 数a∈(O,1)と す ると

き,

B1=aB11+(1-a)B12

と書 ける。 この とき,企 業1は 最大化 問題maxplq1-C1(q1)+B1に,企 業2

は 最大化 問題maxp2q2-C2(ql,q2)-B1に 直 面す る。これ らの問題 を解 くと,

P、=C1、(q、')+C2、(q、',q2')

P2ニC22(q、 ノ,q2')
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と い う解 を得 る13)。

第2に,企 業1に 損害賠償 の責任が 割 り当て られてい るケース を考 えてみ よ

う。 この とき,企 業2は 財1の 生産が行 われ ない ことを望 むであ ろう。 したが

って,企 業2は 最大化 問題maxp2q2-C2(0,q2)を 解 き,p2=c22(0,q2")と

な る よ うな財2の 産 出量qi'を 選 択 す るであ ろ う。 もし も企業1が 財1を 生

産す るこ とを望 むな らば,企 業2は それ を認め るため には最低 で も,

B22=P2qi'-c2(O,q2")-P2q2+C2(q1,q2)=π2**一 π2

と表 される補償額 の支払い を企 業1に 対 して求 めるであ ろ う。企 業1は 企 業2

に 対 して,最 大で,

B21=Plq1-C1(q1)=π1

と表 された補 償額 を支払 うこ とがで きる。現実 に支払 われ る補償額 をB2と し,

定 数b∈(0,1)す る とき,前 と同 じ理 由か ら,

B2=bB21+(1-b)B22

と書 ける。 この とき,企 業1は 最大化 問題maxplq1-C1(q1)-B2に,企 業2

は 最大化 問題maxp2q2-C2(ql,q2)+B2に 直 面 す る。これ らの 問題 を解 くと,

P、=C1、(q、 ノ)+C2、(q、',q2')

P2=C22(q、',q2')

とい う前 のケース と同 じ解 を得 る ことになる。

最後 に,2つ の企業 が合併す るケース を考 えよう。 このケ ースでは,合 併 し

た企業 は最大化 問題maxplq1+p2q2-C1(q1)-C2(q1,q2)に 直 面す る こ とに

なる。 したがって,q1とq2で そ れぞれ偏微分す ると,

13)maxplq1-C1(q1)+B1をq1で 偏 微 分 す る と,(1-a)P1=(1-a)C11(q1ノ)+(1-

a)C21(q1ノ,q2')と な り,解 を得 る 。 ま た,maxp2q2-C2(q1,q2)-B1をq2で 偏

微 分 す る と,aP2=aC22(q1',q2ノ)と な り,解 を 得 る 。
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P、=C1、(q、 ノ)+C2、(q、 ノ,q2t)

P2=C22(q、',q2!)

とい う上 の2つ の ケース と同 じ解 を得 る。

以上の分析 か ら,ギ フ ォー ドとス トー ン(1973)は(取 引 コス トと所得効果

が な く,当 事 者 間の 自発 的 な取 引 が行 わ れる こ とを暗黙 的 な前 提 とす る と き

に),外 部性 を発生 させ る企 業 とその影 響 を受 ける企 業 の コス ト関数 が上で仮

定 した ような非 分離型 であ る ときに は,コ ースの定理 が成 立す る とい う結論 を

得 てい る。

J.M.マ ー チ ャ ン ドとK.P.ラ ッセル(J.M.MarchandandK.PRussell)(1973)

は,上 の ようなギ フォー ドとス トー ンと同 じ枠 組み にお いて,外 部性 の影響 を

受 ける企業2の コス ト関数 を加算 的かつ分離型 に変 えた ときで もコースの定理

が成立 す るこ とを指摘 してい る。以下 におい て,彼 らの分析 をまとめてみ よう。

z1とz2を 非 負 の定数 と し,企 業2の コス ト関数 をC2(q1,q2)=z1(q1)+z2(q2)

と い うような分離型 に変 える。そ の他 の条件 と記号 はギフ ォー ドとス トー ンに

よる分析 と同 じであ るとす る。企業2の コス ト関数 に関 して,一 階条件 と二階

条件 はすべて正 であ るとす る。

第1に,企 業1と 企業2が 自発的 な交渉 を行 わない ケース を考 えよ う。 この

ケー ス にお いて は,企 業1は 最大化 問 題maxplq1-C1(q1)に,企 業2は 最

大化 問題maxp2q2-C2(ql,q2)に 直 面 す る。 これ らの解 をq1+とq2+と 書 く

とき,

P、=C1、(q、+)

P2=・22(q2b

(1)

が満たされていなければならない。

第2に,企 業1に 対 して損害賠償責任が割 り当てられていないケースを考え

よう。このケースでは,企 業2は 企業1に 補償を支払って生産する財の量 を減

少 して もらわなければならない。企業2が 支払える最大限の補償額 をAと す
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る と き,Aは 企 業2が 財1の 生 産量 の減 少 に よって節約 で きた コス トに等 し

くなる。 つ ま り,A=z1(q1+)+z2(q2)-z1(q1)-z2(q2)と な る。 この と き,

企 業1は 最 大 化 問 題maxplq1-C1(q1)+Aに,企 業2は 最 大 化 問 題max

p2q2-C2(q1,q2)-Aに 直 面す る。 これ らの解 をq1ノ とq2'と 書 くとき,

P、=C1、(q、 ノ)+・ 、1(q、 ・)

P2=z22(q2')

が満た されてい なければ な らない。

第3に,企 業1に 対 して損害賠 償責任 が割 り当て られて いるケースで ある。

この ケース で は,企 業1は 企 業2に 対 して支払 う損害 賠償 をLと す る。Lは

企 業2の 超 過 コス トに等 し くなるの で,L・zl(q1)+z2(q2)-z1(0)-z2(q2)

と な る。 この とき,企 業1は 最大 化 問題maxplq1-C1(q1)-L,企 業2は 最

大 化問題maxp2q2-C2(q1,q2)+Lに 直 面す る。 これ らの解q1"とq2"と 書 く

とき,

P、=C1、(q、")+・ 、1(q、")

P2=z22(q2")

が満 た されてい なけれ ばな らない。

第4に,2つ の 企 業 が合併 した ケース であ る。合 併 した企 業 は最大 化 問題

maxplq1+p2q2-C1(q1)-C2(q1,q2)に 直 面す る。 これ らの解 をq1*とq2*と

書 くとき,

P、=C1、(q、*)+z、1(q、*)

P2=z22(q2*)

(2)

が満たされていなければならない。

すべての二階条件が正であるときには,限 界 コス ト関数のジャコビアンは非

ゼロとなる。これは,2つ の限界コス ト関数が1対1の トランスフォーメショ

ンであることを意味 し,点p1と 点p2に とって限界 コス ト関数はユニークでな
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けれ ばな らない。 したが って,

q1,=q1"=q1*カ 、つq2,=q2"・=・q2* (3)

と な る 。 ま た,仮 定 か らz222(q2)>0で あ り,こ れ はz22(q2)は 単 調 な 関 数 で

あ る こ と を 意 味 す る の で,q2*=q2+と な る 。 さ ら に,(1)式 と(2)式 か ら,C11

(q1+)=C11(q1*)+z11(q1*)で あ る が,z11(q1*)>0で あ る の で,C11(q1+)

>C11(q1*)と な る 。C111(q1)>0な の で,

q1+>q1*カ 、つq2+=q2* (4)

となる。つまり,(3)式 か らわかるように,外 部性の影響を受ける企業のコス ト

関数がC2(q1,q2)=z1(q1)+z2(q2)の ような特定の分離型である ときには,

外部性の当事者である2つ の企業が 自発的な交渉を行ってそれぞれの利潤 を最

大化するように行動するときには,法 律上の責任ルールの所在 にかかわらず資

源配分は同 じとなり,そ れは社会的に最適なものとなるのである。他方,(4)式

から明 らかであるように,当 事者間に自発的な交渉がない ときには資源配分は

誤ったものとなってしまうのである。

以上の ように,ギ フォー ドとス トー ン(1973)と マーチャンドとラッセル

(1973)は,(取 引 コス トと所得効果がなく,外 部性 に関して当事者間で 自発

的な交渉が行われることを前提 とするときに),外 部性を発生 させるものに付

与 された法的な資格が法律上の責任ルールによって保護されているときには,

外部性の影響を受ける当事者のコス ト関数が分離型であって も非分離型であっ

ても,コ ースの定理が成立することを指摘 している。

しかし,フ レッシュ(1979)は,こ のような結論は短期 においてのみ妥当す

るのであって,企 業の 自由な参入 ・退出が見 られる長期においてはコースの定

理は成立しないことを指摘 している。さらに,フ レッシュ(1979)は,外 部性

を発生 させるものに付与 された法的な資格が財産権 ルールで保護されていると

きには,長 期において もコースの定理が成立することを証明している。
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(3.6.2)財 産 権 ル ール とコス ト関数

フ レッシュ(1979)は 次 の よ うな2つ の産 業AとBか ら成 るモ デル を前 提

と して分析 を進 める。産業Aは 産業Bに よって発せ られ た外 部性 の影響 を受

けてい る とす る。 それぞれ の産業 に属す る企業 はすべて 同一視 で きる とし,産

業Aに 属 す る企業 は同 じよ うに外 部性 の影響 を受 け る もの とす る。 また,譲

渡不 可能 な レン トを生 み出す ような投入物 はない とす る。

ここで,産 業AとBに 属 す る各企業 がそ れぞれ生産す るア ウ トプ ッ トをa,

b,そ れ らの総計 をA,B,属 す る企 業数 をna,nbと 書 くこ とにす る。 また,

そ れぞ れの産業 に属す る企業 に とっての コス トをそれぞれca,cbと し,生 産

す る財 の需 要価格 をpa,pbと 記 そ う。 この とき,2つ の産業 の需 要価 格 は,

PA≡PA(naa)≡PA(A),PB≡PB(nbb)≡PB(B),産 業AとBに 属す る企業 の

コス トは,Ca≡Ca(a,nb,b)≡Ca(a,B),Cb≡Cb(b)と 書 ける もの とす る。 こ

こで,caは 生 産 コス トと外 部性 の損 害額 の合 計 であ り,cbは 生 産 コス トだ

けか ら構成 されて いる。 どち らの産業 の コス トも凸性 を満 た してい る とす る。

第1に,パ レー ト最 適性 を考 えてみ よ う。 典 型的 な消 費者 の効用 関 数 をU

と し,労 働 をLと す る とき,UをU≡ …U(A,B,-L)と 書 く。 ここで,-Lは 余

暇 を意味す る。需要価格 は必要 な余暇 の犠牲 量 に等 しい と定義 しよう。つ ま り,

PA≡UA/UL,PB≡UB/ULと す る。生 産 に関す る制 約式 はnaCa(a,B)+nbCb

(b)-L=0で あ るので,ラ グラ ンジュ関数 をΨ と表 す とき,こ れは,

Ψ=U(A,B,-L)一 λ(naCa(a,B)+nbCb(b)-L)

と書 ける。 一階条件 は,λ ・ULに 気 をつ けて整理す る と,

pA-caa=O

pB-Cbb-naCaB=O

paa-ca=0=IIa*

pbb-Cb-nabCaB=0=nb*

[0

6

ワ
5

00

となる。 これ らの条件のうち(5)と(6)は短期 において均衡が効率的であることを
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表 してお り,(7)と(8)は企業数が変化する長期においても均衡が効率的であるこ

とを表 している。

第2に,産 業Bに 対 して損害賠償に関する法律上の責任が割 り当てられて

いるケースを考えてみよう。潜在的な参入者にも補償がなされるとし,さ らに

外部性を発生させている企業が与 えた損害額を支払 うときには,賠 償の総額 は

外部性の限界的な損害額 ×外部性の総発生量に等 しくなるように設定される。

したがって,均 衡における限界条件は,

pA-caa=O

pB-cbb-nacaB=O

na=・paa-ca+caB=O

nb=pbb-Cb-nabCaB=0

(9)

⑩

となる。第1の ケースと比べて,短 期の条件は同じであるが,長 期の条件は異

なっている。(9)から産業Aに は企業の参入が見 られて財Aは 過剰生産される

のに対 して,㈲ か ら産業Bで は企業が退出して財Bは 過小生産 されることに

なる。

第3に,産 業Bに 対 して損害賠償に関する法律上の責任が割 り当て られて

いないケースを考えてみ よう。産業Bの 企業は産業Aの 企業か ら補償を受 け

ることで外部性 を発生させ る生産を減 らす ことになる。 ここで,b+を 均衡水

準 を上回る任意の定数とするとき,競 争均衡の条件は,

pA-caa=O

pB-cbb-nacaB-O

na=paa-ca-caB(b+-b)=O

IIb=pbb-Cb+nabCaB(b+-b)=0

⑳

(12)

㈲

ω

となる。⑪ と⑫は第1の ケースと同じであるが,⑯ と働 は異なる。第2の ケー

ス とは反対に,産 業Aか ら企業の退出がなされて財Aは 過小生産 され,産 業

Bに は企業の参入が見 られて財Bは 過剰生産されるのである。
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上の3つ のケースを比較すると,法 律上の責任ルールの変化によって短期の

最適均衡は影響を受けずに同じとなるが,長 期の最適均衡は同じではないこと

がわかる。つまり,コ ースの定理は短期においては成立するが,長 期 において

は成立 しないことになるのである。

第4に,外 部性 を発生させない権利である財産権が産業Aのna*個 の企業

に割 り当てられているケースを考えよう。外部性を発生させる企業 に対 して補

償 を支払 うことで産出されないアウ トプッ トをb一 と表すとき,競 争均衡条件

は,

pA-caa=O

pB-Cbb-naCaB=O

na=paa-Ca+CaB-[CaB+CaB(b--b)コ=O

Hb=pbb-Cb-naCaBb=O

㈲

となる。㈲ 中の[caB+caB(bff-b)]は 財産権 を保有する産業Aに 属する企

業 にとっての機会コス トであ り,産 業Bに 属する企業か ら受け取 る金額 と権

利を保有 していることで回避できる補償金額の合計である。この補償金額は産

業Aに 参入 しようとしている企業にとっての参入に関す る価格 となる。競争

均衡の下ではこの価格は限界コス トに等 しくなるが,参 入企業にとってこのコ

ス トを他 に転嫁することはできず,ゆ えに限界 コス トはゼロとなる。caB>0

であるので,b-=bと な り,⑯ は,

naニpaa-ca=0 (15')

となる。ケース1と 比較すると,条 件式は全 く同じになっている。つまり,外

部性の影響 を受ける企業に対 して財産権 を割 り当てることで最適性が もたらさ

れると言える。

第5に,外 部性 を発生 している産業Bのnb*個 の企業に対 して,外 部性 を

発生させる権利である財産権が割 り当てられているケースを考えてみよう。競

争均衡条件は,
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pA-caa=O

pB-Cbb-naCaB=O

IIa=paa-Ca-CaB(b--b)=paa-Ca=O

nb=pbb-Cb+naCaB(b一 一b)一[naCaB(b『-b)+naCaBb]

=pbb-cb=0

となる。これ らの条件式 もケース1の それ らと同じになる。つまり,外 部性を

発生させ る企業に対 して財産権を割 り当てることで も最適性 は達成 される。

最後 に,産 業AとBに 属する企業ではなくて第三者が財産権を保有 してい

るケースを考えてみよう。 このケースでは,そ の第三者は外部性を発生する企

業に対 して外部性単位当た りの価格に等 しい限界的な賠償額nacaBを 課 し,

外部性を被 る企業に対 しては参入価格 を課するであろう。 しか し,参 入価格は

ゼロであるので,競 争均衡条件は,

pA-caa=O

pB-cbb-nacaB=O

na=pa.-ca=O

IIb=pbb-cb-nabCaB=O

となる。 これ らはケース1の 条件式 と同じであり,最 適性が達成されることが

わかる。

以上の分析か ら,コ ースの定理は法律上の責任ルールを考 えるときには短期

についてしか成立 しないが,財 産権ルールを考えるときには企業の 自由な参

入 ・退出を認める長期において も成立することがわかる。 したがって,コ ース

の定理は,外 部性 を発生させ るものに付与された法的な権利が財産権ルールに

よって保護されたときに成立 し,当 事者間での財産権の自発的な交渉が可能で

あるときに成 り立つ定理であると言える。
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(3.7)コ ースの定理の実験

交渉バージョンの解釈 を採るホフマ ンとスピッサー(1982)(1985)(1986)

やコーシー,ホ フマン,ス ピッサー(1987)は,交 渉を行 う当事者の数を2人,

3人,4人,10人,20人 としたときに,そ れぞれのケースにおいてコースの定

理が成立するかという実験 を行った。そ して,完 全情報と不完全情報の どちら

を前提 としたときでも実に90%以 上の実験結果においてコースの定理が成立し

たことを報告している。以下において,こ れらの実験の枠組みとその結果をま

とめていこう。

第1の ケースは,被 験者が2人 であって完全情報のケースである。別々の部

屋 に通 された2人 の被験者 をA,Bと する。2人 には表11の ような紙が提示

され,選 択 した番号にしたがって現金が支払われる交渉ゲームを2回 行うこと

が告げられる。このとき,本 人が受け取る金額だけではなくて相手が受け取 る

金額 も知 らされる。次に,コ イントスによって2人 のうちの1人 が交渉ゲーム

の コントローラー となる。コントローラーは,自 らの意志で番号 を選択 し,第

三者のモニターにこれを告げることで実験 を終わらせることができる。そして,

その後 に2人 に対 してそれぞれ現金が支払われる。コントローラーではない被

験者は,2人 が納得するような共同の意志決定(jointdecision)に 到達するよ

うに,コ ン トローラーに対 して現金の一部を提供することで彼の意志決定に影

響を与 えることがで きる。以上のこのゲームの前提はコースの定理の前提に類

似 して置かれた ものである。なぜ ならば,被 験者A,Bは 牛の飼育業者 と隣i

接する農家,選 択された番号は飼育 される牛の数にあた り,コ ントローラーは

財産権をもつ当事者14),コ ントローラーに支払 われる現金の一部は損害賠償

金 と考えられるか らである。このようなケースで実験を24回 行ったところ,そ

のうちの23回 において2人 の被験者が結合利潤(jointpro趾)を 最大化するよ

14)ホ フマ ンとスピッサー(1982)で は,コ ースの定理 において農家 に対する法的な

資格 は法律上の責任ルールによって保護され,飼 育業者 に対する法的な資格 は財

産 権 ルー ル に よって 保 護 され て い る と考 え られ て い る。E.Hoffuman&

M.L.Spitzer(1982)注40参 照 のこと。
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表11被 験者が2人 のときの交渉ゲーム

1回 目 2回 目

番号 Aの 受取額 Bの 受取額 番号 Aの 受取額 Bの 受取額

0 0 12 0 0 11

1 4 10 10 1 10

2 6 6 20 2 8

3 8 4 30 4 6

4 9 2 40 5.5 5.5

5 10 1 50 9 4

6 11 0 60 10.5 1

70 9 0

うな行動を採ったという。このような行動はパ レー ト最適をもたらす行動であ

る。

第2の ケースは,被験者が2人 であって不完全情報のケースである。このケー

スは第1の ケースとは1点 においてのみ異なる。それは,被 験者が自らの現金

受取額 しか知 らされていないことである。ただ し,2人 の間での交渉は可能で

あるとする。 このようなケースで実験を20回 行ったところ,そ のうちの19回 に

おいて結合利潤最大化行動が採 られた という。

第3の ケースは,被 験者が3人 であって完全情報のケースである。交渉ゲー

ムの内容 は2人 の ときと同 じである。 コイン トスによって決定されたコント

ローラーが1人 であるときには(こ の場合 を1×2と 書 くことにする),コ ン

トローラーが 自らの意思で番号を選択 し,こ れを第三者のモニターに告げるこ

とで実験を終わらせることができる。残 りの2人 の被験者は,3人 が納得する

ような共同の意思決定を達成するように,コ ントローラーに対 して現金の一部

を渡す ことで彼の意思決定に影響 を与 えることがで きる。 もしもコントロー

ラーが2人 であるとき(2×1の とき)に 彼 らの選択が異 なったならば,モ ニ
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ターは現金支払い総額が少ない番号の方を選択す るとする。残 りの1人 は2人

のコントローラーの一方あるいは双方に対 して現金 を渡すことで彼 らの意思決

定に影響 を与えることがで きる。最終的に,3人 が納得するような共同の意思

決定が達成されることで現金が支払われ,ゲ ームは終わる。 コントローラーが

1人 の ときの実験を13回 行ったところ,そ のうち12回 において結合利潤最大化

行動が採 られ,コ ントローラーが2人 のときの実験 を16回行ったところ,そ の

うち15回 において結合利潤最大化行動が採 られたという。

第4の ケースは,被 験者が3人 であって不完全情報のケースである。第3の

ケース とは,被 験者が自分の現金受取額 しか知 らない点のみで異なる。 コント

ローラーが1人 のときの実験 を21回行った ところ,そ のうち19回 において結合

利潤最大化行動が採 られた。ただ し,コ ン トローラーが2人 のときには,15回

の実験のうち結合利潤最大化行動が採 られたのは9回 にとどまった。

以上の結果から,ホ フマンとスピッサー(1982)で は当事者の数が2人 と3

人のケースでは,コ ースの定理は現実に成立す ると結論づけている。 さらに,

ホフマ ンとスピッサー(1986)で は,当 事者の数を4人,10人,20人 に増や し

た ときにも同様の交渉ゲームが行われ,完 全情報で も不完全情報の下でも90%

以上の実験結果においてコースの定理が現実に成立すると述べ られている。そ

して,こ れ らの結果か ら,ホ フマ ンとスピッサー(1986)は,裁 判所が外部性

を発生 させるものに付与 された法的な資格を財産権ルールによって保護するこ

とによって,現 実の世界においても実際に外部性の問題を当事者間の交渉で解

決で きると指摘 している。

(3.8)不 完全情報 とコースの定理

J.フ ァレル(J.Farrell)(1987)は,不 完全情報の下ではコースの定理が成

立 しないことを指摘 している。以下ではファレル(1987)の 説明を要約 してい

こう。

経済厚生の定理によれば,完 備 された市場 におけるあ らゆる競争均衡 はパ

レー ト効率的である。 この定理では,凸 性や価格受容行動,市 場の完備性 とい
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った強い仮定 を必要 とす る。これに対 して,コ ースの定理はあ らゆるものが取

引可能であり,契 約締結 にとっての障害物がない という仮定だけを必要として

いる。一見すると,こ の仮定はさほど強 くないように思えるが,実 際にはかな

り強い仮定である。なぜならば,こ の仮定は当事者が相互に便益をもた らす契

約を1つ として見逃すことはないということを意味 してお り,こ のような事態

が生 じるのは交渉を行 う当事者がお互いの情報 について完全 に知っている場合

に限られるか らである。もしも当事者が交渉相手の情報 を熟知 していなければ,

た とえ相互に便益 をもたらすような契約であっても締結 されないことがあ りえ

る。 したがって,コ ースの定理が成立するために必要なこの仮定は現実 には満

足 されない可能性が高い とも言えよう。

ある条件が満たされるときに,利 己的に最適な個人の行動が総体的に効率的

な成果をもたらすことを分権的な結果(decentralizationresults)と いう。ゲv・一・

ムの理論の分析か ら,個 人が利己的に最適となる行動 をとったときにはパ レー

ト最適な結果にはならない ということが知られている。ここで,問 題 となるこ

とは分権的な結果をもたらす組織 をデザインで きるかということである。 この

ような組織のデザインを分権化 という。 これに対 して,中 央政府の計画者のよ

うなある人物 に個人の全情報を伝達し,そ の人物によって意志決定が行われる

ように組織をデザインす ることを中央集権化 という。分権化の方法には2つ あ

る。第1に,行 政的な分権化である。これは,個 人の全情報を中央の計画者 に

伝達せずにその一部を中央の計画者の下部に位置する人物 に伝達 し,そ の人物

に意志決定の権限を与える方法である。第2に,政 治的な分権化である。 これ

は,各 個人が他者 との関係 を自由に選択 し,自 発的な交渉や取引が可能な方法

である。 したがって,コ ースの定理は政治的な分権化の1つ の方法であると言

える。

ファレル(1987)は,次 のようなモデルを用いて,コ ースの定理がパ レー ト

効率的な結果 をもたらさないような1つ の例をあげている。今,2人 の主体

AとBが ある意志決定を行うとしよう。この意志決定は実数xで 表 され,A

はx=aを,Bはx=bを 好むとしよう。a<bと する。 ここで,Aの 利得が
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ドル 表示 でu(x,a)=一 α(x-a)2,Bの 利 得 が ドル表示 でu(x,b)=一 β(x-b)2

で 表 され る としよ う。AとBに とっ て,効 用 関数uとv,そ してパ ラメー タ

α と βにつ い て は共 通 の知識 で あ る もの とす る。簡 単化 のた め に α+β=1と

す る。 しか し,aとbに 関 して はそれ ぞれAとBし か知 らない としよう。A

はbが ある区 間[b-,b+]に お いて一様分布 して いる ことだけを知ってお り,

同 様 に,Bはaが あ る区間[a-,a+]に お い て一様 分布 して い るこ とだけ を

知 って い る と しよう。 つ ま り,不 完全 情報 が存 在す る と仮定 す る。aとbに

関す る期待 値 をそれ ぞれE(a)=(a-+a+)/2,E(b)=(b-+b+)/2と 記 し,

信 頼 の期待 値 をC=E(b)-E(a),aとbに 関す る分散 値 をr=(a--a+)2/12,

E(b)=(b--b+)2/12と 記 す こ とにす る。2人 の主体 は どち らもリス ク中立的

であ り,そ れぞれが好 む意志決定 の値か らの乖 離 は望 まない もの とす る。パ レー

ト効率 的 な結果 はU+Vを 最 大化 す る ようなXを 選択す る こ とで達成 され る。

最大 化 問題 を解 くこ とで,最 適解x*はx=αa+βbと な る15)。 最 適解x*はa

とbに 依存 す る。 も し もaとbに 関 す る情 報 が共通 で あ り,不 完全情 報 が存

在 しないな らば,最 適解が得 られてパ レー ト効率 的 な結果 が達成 される ことに

な る。

AとBが そ れぞ れ どの ようなxを 選 択 したか がわか な らい よ うな状態,つ

ま りaとbに 関 して不完 全情 報が 存在 す る場 合 を考 えて み よ う。行政 的 な分

権 化 のケース で は,AとBが 選 択 したxに 関す る私 的情報 を知 る ことが で き

る者 はい ない。権 限 を もつ もの であ って も,せ いぜ いxを αE(a)+βE(b)に

設 定 す る こ としかで きない。 た また まaとbがE(a)とE(b)に 等 し くな っ

た と きに は,上 の最適解x*に 等 し くな る。 もちろん,こ の よ うなこ とはいつ

も生 じるわけで はない。政治 的な分権化 のケ ースでは どうか。 この ようなケー

スは,AかBの どち らか にxを 選択す る権利 を与 える ような財産権 の システ

ムが構 築 された ケース に他 な らない。例 え ば,Aに 最 も効率 的 なxの 値 を選

15)最 適 解 は,maxu+v=max{一 α(x-a)2一 β(x-b)2}を 解 く こ と で 求 め られ る 。

一 階 条 件 は
,-2α(x-a)-2β(x-b)=0で あ る の で,(α+β)x=αa+βBと な り,

α+β=1に 注 意 す る と,x=αa+βBを 得 る。
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択 させ,同 時 にBがAに 対 してp(x)=β[(a--b)2-(x-b)2]を 支 払 うよ う

な契約が締 結 され る ときには,AとBの 結合 余剰 が最大化 され る ような最適

な解x*が 得 られ る16)。 しか し,こ の契 約 の下 でBが 獲得 で きるペ イ オ フは

一β(x-b)2--p(x)=一 β(a --b)2で あ り,契 約が ない ときのペイオ フーβ(a-b)2

よ り も小 さ くなる。 このた めに,BがAと 自発 的 な交渉 を行 って この ような

契約 を締結す る ことはで きないの であ る。

以上 の ような分析 か ら,フ ァレル(1987)は,不 完全情報 の下で は,当 事者

間の 自発 的 な交渉 によってパ レー ト効率 的 な結 果が もた らされ るとは言えず,

ゆ えに コースの定理 は必ず しも成立 しない と結論 づけて いる。 これ はホ フマ ン

とス ピ ッサー(1982)(1986)の 結 論 とは明 らかに異 な ってい る。 この違 い は

実 は効率性 の定義 の違い に よって説明 で きるの である。 フ ァレル(1987)で は

パ レー ト効率性 の定義 を,ホ フマ ンとス ピ ッサー(1982)(1986)で は カル ドア ・

ヒックスの効率性(Kaldor-Hickseiificiency)の 定 義 を利用 してい るのであ る。

4.カ ル ドア ・ピックスの効率性

(4.1)主 観主義者 ・契約主義者の考 え方

J.M.ブ キャナン(J.M.Buchanan)(1986)は,主 観主義 ・契約主義(subjectiVist-

contractarian)の 考え方か ら効率性主張を分析 している。主観主義 ・契約主義

の考え方では,あ る法律上のルールが新 しいものへ と変更される取 り決めが成

立した ときには,新 しいルールが古いルールよりも効率的であることを意味す

るとみなされる。つ まり,効 率性に関する究極的な試金石は法律上のルールの

変更に関して取 り決めが成立することなのである。

ブキャナン(1986)は この考え方を採 り,コ ースの定理の効率性主張が成立

することを次のように説明している。ある主体Aが ある資産 丁 を保有 してお

り,別 の主体Bが 資産TをXド ルで購入 したい とい う申し出を主体Aに 対

16)Aの ペ イ オ フ は一α(x-a)2+p(x)=一 α(x-a)2+β[(a_-b)2-(x-b)2]で あ り,

これ をxで 偏 微 分 す る こ と でx=αa+βbを 得 る 。 こ れ は最 適 解 に等 しい 。
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して行ったとする。もしも主体Aが この申し出を断ったならば,主 体Aは 資

産Tに 対 してXド ルを超える主観的価値 を見出 してお り,資 産TがXド ル

を上回る便益 を稼 ぎ出す と考 えているとみなされる。 したがって,資 産Tの

最終的な取引が完了 してこれ以降の取引が観察されないときには,資 産Tは

最高の価値をつけた主体によって利用 されているとみなされる。この結果,主

体が 自由に資産 を取引できるときには,資 産の利用に関して効率性が達成され

ていることになる。

ブキャナン(1986)は 以上のようにコースの定理の効率性主張が成立するこ

とを説明しているが,不 変性主張は必ず しも成立するわけではないことを指摘

している。その理由として,法 律上の責任ルールが変化 して資産の所有者が変

わったときには,資 産の使用方法が変化する可能性 をあげている。

(4.2)効 率性と道徳性

コースの定理によると,外 部性を発生させている主体に対 して法律上の損害

賠償責任が割 り当てられていない ときに,外 部性の問題を解決するためには,

外部性の影響を受けている主体がそれを発生させている主体に対 して補償 を支

払 うことになる。

A.ラ ンダル(A.Randal1)(1974)は,こ のような解決方法は道徳的にある

いは倫理的に受け入れがたく,ま た外部性を発生 させている主体に対す る所得

の再分配という政策は公平性の上か らも問題であると批判 している。 この批判

は,外 部性 を発生 させている主体が必ずしも加害者であるとは言えず,被 害者

にもなりえるというコースの分析 にとって根幹 となっている外部性の二面性 に

対する批判 となっている。

R.A.ポ ズナー(R.A.Posner)(1990)は,『 法 と経済学』の分野 において

最適な選択の指針 となる基準 として効率性 と道徳性 を分け,コ ースの定理のよ

うに効率性の観点か ら外部性の問題を考える 『法 と経済学』 を 『新古典派的な

法と経済学』 と呼び,ラ ンダルのように道徳的な側面か ら外部性の問題 を考え

るそれを 『伝統的な法と経済学』と呼んでいる。そして,ポ ズナー(1990)は,
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当事者間で道徳性の程度が異なって利害が対立 したときには,外 部性の問題を

解決するためには 『新古典派的な法 と経済学』を利用 した方がその可能性が高

いと述べている。

S.G,メ デマ(S.G.Medema)(1993)は,『 新古典派的な法 と経済学』 と 『伝

統的な法 と経済学』における2つ の違いについて指摘 している。第1に,前 者

では資産やアウ トプット,効 用 を最大化 した り,コ ス トを最小化するような行

動 を選択する合理的な(rationa1)人 間が仮定 されるのに対 して,後 者では自

分の生活や 目的をコミュニティの規範や慣習のような集団の規範 に合わせるよ

うな道理をわきまえた(reasonable)人 間が仮定 されるという違いである。第

2に,社 会厚生関数の違いである。前者では金額表示 されたコス トとベネフィ

ットの関数が仮定されるが,後 者ではそれら以外にも法律上や社会的な制度に

関する選好のような要素 も含んでいる。 したがって,コ ースの定理は金額表示

されたコス トとベネフィットのみから成る特定の社会的厚生関数の型を前提に

していることになる。 しか し,メ デマ(1993)は このようなポズナー(1990)

による効率性 と道徳性の二分法は誤 りであると批判 している。その理由として,

効率性は道徳性の基準の1つ に過 ぎないことをあげている。ここで,注 意すべ

き重要な点は,メ デマは効率性 という用語をパ レー ト効率性の意味で使ってい

るのではなくて,カ ル ドア ・ヒックスの効率性の意味で使 っている点である。

ここまでに検討 してきた研究や議論では,コ ースの定理では効率性の定義 とし

てパ レー ト効率性が利用 されていると考えられていた。 これに対 して,コ ール

マ ン(1988)や カラブレジ(1991)は,パ レー ト効率性ではなくてカル ドァ ・

ヒックスの効率性 を考えるときに,コ ースの定理(の 効率性主張)が 成立する

ことを指摘 している。以下では,パ レー ト効率性 とカル ドア ・ヒックスの効率

性の違いを明 らかにし,効 率性 と道徳性の関係 を考え,コ ースの定理の効率性

主張が成立するかを検討 しよう。

(4.3)パ レー ト効率性

パ レー ト効率性の定義について説明しよう。2財2消 費者モデルを考える。



コースの定理は本当に成立するのか(2)267

第j財 の存在 量xjo(j=1,2)を 消 費 者1と2に 分配 す る とき,xj1+xj2=xjo(j

=1 ,2)を 満 たす((xj1,x21),(xj2,x22))を 配 分 とい う。 消費者1と2の 効用

をそれぞれu1(xj1,x21),u2(xj2,x22)と す る。 この とき,消 費者1の 効用 を一

定 として,消 費者2の 効用 を最大 とする問題 は次 の ように書 け る。

m・XU2(xj2,X22)

・.t.U1(xj1,x21)=UO

xj1+xj2=xjoj=1,2

ラグランジュ関数Lを 作ると,

L=u2(xj2,x22)+α[u1(xj1,x21)-uO]+Σj_12λj[xjO-xj1-xj2]

となる。 これを偏微分して最大化の一階条件を求めると,

∂L/∂xj1一 αu、1(xj1,x21)一 λ」=0

∂L/∂xj2-uj2(xj2,x22)一 λj-O

∂L/∂ α=u1(xj1,x21)-uo=0

∂L/∂Rj-XjO-Xj1-Xj2-0

とな る。上 の2つ の式 か ら,

(U、1/U21)=(U、2/U22)=(λ 、/λ2)

j=1,2

j=1,2

(16)

を得 る。この㈹式は消費者間の限界代替率均等の条件 を表現 している。 したが

って,上 の効用最大化問題の解 となる配分はこの条件 を満足することになる。

このような配分を示 したのが図1で ある。図1の 長方形 をエ ッジワースのボッ

クス ・ダイヤグラムとい う。ここの長方形は横X10,縦X20の 長さをもち,消

費者1の 効用 と消費者2の 効用がそれぞれ原点01と 原点02か ら測 られてい

る。

消費者1の 無差別曲線をu1,消 費者2の 無差別曲線をu2と する。無差別曲

線は無数に描 くことがで きる。消費者1に とっては,ullよ りもu12の 方が効
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用は高 く,u13やu14は さらに効用が高 くなる。消費者2に とっては,u21よ り

もu22,さ らにu23の 順で効用が高 くなってい く。2人 の消費者の無差別曲線

が接 した点Aや 点Bに おいては,㈹ 式で示された条件が満たされている。こ

のような接点を結んだ軌跡UUを 契約曲線 という。

契約曲線上にない点に位置するときには,そ れよりも内部の点にシフ トする

ときに,ど ちらか1人 あるいは2人 の効用 は高 くなる。例えば,現 在,点C

に位置するとしよう。 もしもここか ら点Dに シフ トしたな らば,消 費者1の

効用を悪化 させることはなく,消 費者2の 効用を改善することができる。ある

いは,点Fに シフ トしたならば,消 費者2の 効用を悪化 させることはな く,

消費者1の 効用を改善することがで きる。もしも点Cか ら点C,点D,点E,

点Fで 囲まれた レンズ型の領域 にある点Gに シフ トしたならば,2人 の消費

者の効用は共に高 くなる。 さらに,こ のレンズ型の領域内で2人 の無差別曲線

02

図1エ ッジワースのボ ックス ・ダイヤグラム
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が 接 す る ような点Hに シ フ トした ときに は,も うこれ以上 は2人 の消 費者 の

効用 を共 に高め る ことはで きない。

以上 の ような性 質 をn人n財 モデ ル につ い て定義 しよ う。第c消 費 者の財

の消 費量 をXc=(Xlc,_,Xnc)と す る ときに,Uc(ylc,_,ync)≧Uc(Xlc,_,Xnc)C

=1 ,_,kを 満 た し,か つ少 な くて も1つ が厳密 な不等式 で成 立す る と きに は,

(ylc,_,ync)は(Xlc,_,Xnc)よ り もパ レー ト優 位 であ る とい う。 そ して,配

分(ylc,_,ynC)に 関 してパ レー ト優位 な配分 が存在 しない と きには,こ の 配

分 をパ レー ト効率 的な配分 とかパ レー ト最 適 な配分 とい う。2財2消 費者 モデ

ルの 図1に おい て,点Cか ら点D,点F,点Gへ の シフ トは どれ もパ レー ト

優 位 な シフ トであ る。契約 曲線上 にある点A,点Bそ して点Hに お け る資 源

配分 はパ レー ト効率 的な配分 とな る。

(4.4)カ ル ドア ・ピックスの効率性

カル ドア ・ヒックスの効率性は次のように定義 される。「もしも再配分の下

で勝者が敗者に補償を行うほど十分に勝利 したならば,そ してそのときにのみ,

その再配分はカル ドア ・ヒックスの意味で効率的であるという。カル ドァ ・ヒ

ックスの効率性 という概念では,現 実に勝者が敗者に補償をしなくてもよいの

である。ただ,パ レー ト優位な再配分が存在するならば,そ してそのときにの

み,そ の再配分はカル ドア ・ヒックスの意味で効率的となるのである。」17)こ

のように定義されるカル ドア ・ヒックスの効率性を,図1の エッジワースのボ

ックス ・ダイヤグラムにおいて説明 しよう。

現在の配分は点Cで 表 されている としよう。ここか ら点1へ のシフ トはパ

レー ト優位なシフ トではない。なぜならば,消 費者2の 効用は改善しているも

のの,消 費者1の 効用は悪化 しているからである。 このようなシフトにおいて

消費者2は 勝者であ り,消 費者1は 敗者 と呼ばれる。ここで,も しも消費者1

の効用が点Cの ときよりも悪化 しないように消費者2が 補償を行 い,そ れで

17)J工 £oleman(1988),p.84
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も消費者2の 効用が改善す るならば,こ のような点Cか ら点1へ のシフ トは

カル ドア ・ヒックスの意味で優位なシフトであると言われる。このようなシフ

トはパ レー トの意味で改善す る可能性があるので,潜 在的にパ レー ト優位 なシ

フ トと呼ばれることもある。つまり,カ ル ドア ・ヒックスの意味で優位なシフ

トとパ レー ト優位なシフ トの唯一の違いは,適 当な補償の支払があるかないか

とい う点である。

カラブレジ(1991)で は,カ ル ドア ・ヒックスの効率性の定義を前提 とする

ときには,「取引 コス トが存在 しないことを所与 とすると,出 発点に関係な く

効率 的な最終地点 に到達する とい うコースの指摘 は疑 うことなく真実であ

る」18)と指摘 されている。そして,こ の理由として次のような説明がなされて

いる。パ レー ト効率性の定義を所与とするときには,正 誤は別 として現在の位

置からシフ トすることで改悪すると考える主体が1人 は存在する。なぜならば,

そうでなければシフ トが起こるからである。したがって,シ フ トが見 られない

状態は効率的な状態であると言える。道徳的にあるいは心理的には改善 しない

が,金 銭的な側面でのみ改善することを弱パ レー ト効率的という。このような

定義 を所与 とするときには,例 えば,富 者をより富者に,貧 者をより貧者にす

るようなシフ トだけでな くて,富 者 はそのままで貧者 を富者にするようなシフ

トにも異論が唱えられることになる。つまり,誰 かの役 に立つようなシフ トに

も反対する主体が存在することになるのである。このような事態を解決するた

めには,強 制的にシフ トさせるか,反 対する主体を説得するか しなければなら

ない。コースの定理は後者の方法を採 り,反 対する主体に対 して補償 を支払 う

ことでシフ トさせ ることを指摘 している。 したがって,シ フトによって敗者が

存在するとしても,勝 者のゲインが敗者のロスに比べて大 きく,補 償 を支払 う

ことが可能であるときには,こ のようなシフ トは弱パ レー ト効率的であると言

える。 このように,カ ル ドア ・ヒックスの効率性の定義を使 うときには,弱 パ

レー ト効率的なシフ トを意味していると解釈すれば,コ ースの定理は成立する

18)G.Calabresi(1991),p.1222
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こ とにな る。

(4.5)取 引コス ト論,財 産権の理論 と効用の改善,効 率性の向上

カラブレジ(1991)は,組 織や知識に関するイノベーションはすべての主体

の効用を改善させ る効果をもち,こ れには効用可能性フロンティアへのシフ ト

とこのフロンティア自体を外側へ とシフ トさせ る2つ の効果があり,取 引コス

トは後者の効果を妨げる働 きをする要因であると指摘 している。

効用可能性フロンティアを説明す るために,2財2消 費者モデルを考えよう。

図2は この ような経済における生産可能性曲線PPノ を描いたものである。こ

の曲線上の点Sと 点Tはx1とx2と いう2つ の財を効率的に生産する方法を表

している。原点0と 点S,点Tを 結んだ曲線OS,曲 線OTは それぞれ効率的

な生産量SとTを2人 の消費者 に効率的に分配する方法の軌跡であ り,契 約

曲線を表 している。図3は,2人 の消費者の効用をu1,u2と したときの効用

可能性 曲線ss'とttノ,効 用可能性 フロンティアQQ'を 描いた ものである。こ

れ らの曲線は次の ように描かれている。図2の 曲線OS上 の点0で は,点S

の効率的な生産量はすべて消費者2に 分配されている。 このときに消費者2が

得 る効用sを 図3に 記す。 曲線OS上 を点0か ら点Sに 向かってシフ トして

い くとき,消 費者1の 効用は単調に増加 していく。この軌跡が曲線ssノである。

P'

図2生 産可能性曲線

t's'Q'

図3効 用可能性 フロンティア
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図2の 曲線OS上 の点Sで は,点Sの 効率的な生産量はすべて消費者1に 分配

されている。この ときに消費者1が 得る効用が点sノで示されている。同様に,

効率的な生産量Tに 関して描かれた効用可能性曲線がttノである。このように,

効用可能性曲線は図2申 の生産可能性曲線PPノ 上の各点 に関して無数に描 く

ことがで きる。 これ らの効用可能性曲線群の右上方の包絡線 を効用可能性フロ

ンティアという。効用可能性 フロンティアQQノ 上にある点はこの内部にある

点よ りも効用が高いことを意味 している。

コースの定理は本当に成立するのかという議論の後で発展 した 『企業組織の

経済学』の1つ に,O.ウ イ リアムソン(0.Williamson)を 中心 した取引コス

ト論がある。ウイリアムソン(1975)で は制約 された合理性や機会主義的行動

が取引コス トを発生 させる要因 として指摘 された。また,ウ イリアムソン(1976)

では資産の特殊性,ウ イリァムソン(1979)で は投資の特異性,ウ イリアムソ

ン(1983)で は人的資産 と物的資産,立 地場所の特殊性,ウ イリアムソン(1985)

ではロックイン効果,B.ク ライン,R.ク ロフォー ド,A.ア ルチャン(B.Klein,

R.Crawford,A.Alchian>(1978)で は関係 に特殊 な投資,V.ゴ ール ドバーグ

(V.Goldberg)(1976)で は関係 に特殊な投資 と機会主義的行動,P.ジ ョスコ

ウ(P.Joskow)(1985)(1988)(1991)で は関係に特殊 な投資 と情報の非対称

性,資 産の特殊性,契 約を締結 ・監視 ・履行するコス トが,そ れぞれ取引コス

トを発生 させる要因としてあげ られている。取引コス ト論の後 に発展 した 『企

業組 織 の経 済 学』 に財 産権 の理 論 が あ る。S.グ ロ スマ ン と0.ハ ー ト

(S.GrossmanandO.且art)(1986)や0.ハ ー ト(0.Hart)(1988),0.ハ ー

トとB.ホ ルムス トローム(O.Hart&B.Holmstrem)(1987)で は,契 約の不

完備性が分析対象 となっている。

契約の不完備性 も含めて上にあげたような要因から発生する取引コス トは効

用可能性 フロンティアの外側へのシフ トを妨げ,主体の効用の改善 を阻害する。

カラブレジ(1991)の 指摘にしたがえば,取 引コス トを除去あるいは軽減する

ことは非効率性を除去あるいは軽減することにはならない。それは,効 用可能

性フロンティアを外側にシフ トさせることで主体の効用を改善 して効率性 を高
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め る 効果 を もつか らである19)。
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5.ま と め

コースの定理 とは,コ ース(1960)に よって分析 されたさまよえる牛の例の

結論,す なわち 『価格システムが コス トを必要とせずに機能するときには,生

産物 を最大化するという究極的な結果は法律上の状況からは独立 となる』 とい

う主張 を,ス ティグラー(1966)が 命名 したものである。 コース(1960)は,

この主張が成 り立つための条件として取引コス トが存在 しないことだけをあげ

ている。この主張は経済学や法学の研究者や法律の仕事に従事する者達に衝撃

を与える内容であ りなが ら,これが成立するための条件があまりにも単純す ぎ,

また曖昧で もあった。このために,コ ースの定理をどう解釈すべ きかといった

議論やコースの定理が成立する条件に関する研究が盛んに行われた。本稿では

これ らを注意深 く考察することによって,次 のような7つ の結論を得た。

① コースの定理 には完全競争 ・完全情報バージ ョンと交渉バージョンがあ

る。完全競争 ・完全情報の下では取引コス トは存在 しないが,逆 は必ずしも真

ではない。 したがって,コ ースの定理 は後者から解釈されるべ きである。この

とき,コ ースの定理は 『取引コス トが存在 しないことを所与 とし,外 部性を発

生させ るものに法的資格が付与 されて取引可能 となったときには,当 初,こ の

法的な資格が2人 の当事者のうちどちらに与えられていたとして も,当 事者間

の交渉 における法的な資格の取引によって効率的な資源配分が達成され,か つ

その資源配分は同じになる』 ことを主張しているとみなされる。ここでは,効

率性主張と不変性主張の2つ が主張 されている。

② コース(1960)は,損 害賠償に関する法律上の責任ルールが取 り決め られ

19)カ ラブレジ(1991)は,取 引 コス トが存在するときで も効用可能性 フロンテ ィア

上の点に位置することは可能であ り,ゆ えにコースの定理の効率性主張は取引 コ

ス トが存在するときで も成立する可能性があることも指摘 している。
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ているときには,当 事者間での交渉によって外部性の問題が解決することを指

摘 している。スティグラー(1966)で は,牛 と小麦畑が同一人物に所有される

ときに,外 部性の問題は解決されるとい う企業組織 という仕組みを利用 した内

部化による解法 を指摘 している。 どちらにおいて も,交 渉や内部化の対象 とな

るものが想定 されている。それは,外 部性を発生させるものに付与 された法的

な資格である。 これが当事者間で交渉あるいは取引されて,外 部性の問題が解

決されることになる。

③法的な資格は裁判所によって責任ルール,財 産権ルール,譲 渡制限ルール

のどれかによって保護されなければならない。コースの定理では,こ れらのう

ち財産権ルールによって保護された法的資格が想定されているとみなされるべ

きである。そうでなければ,当 事者間で事前に外部性を発生させるものを交渉

した り,取 引することはできないか らである。

④表2に まとめたコースの定理が本当に成立するのか という研究では,不 変

性主張が成立ための条件や,反 対に成立しないときの条件 を見いだすことに主

眼が置かれている。 これ らの研究は同じ原因に由来 したものである。それは,

コースの定理,特 に不変性主張はある条件の下でのみ成立す るということであ

る。 したがって,コ ースの定理はコースの公理 と称される方が適当な主張であ

る。

⑤ コースの定理が本当に成立するのかという研究では,当 初,外 部性 を発生

させ るものに付与された法的な資格が責任ルールによって保護 された場合が想

定されていた。しかし,フ レッシュ(1973)(1979)で 指摘 されたように,コ ー

スの定理(の 不変性主張)が 短期 においても長期において も成立するためには,

取引コス トが存在せず,土 地の準 レントと富効果の問題が発生 しないことを所

与 として,外 部性を発生させるものに付与 された法的な資格が財産権ルールに

よって保護 されて財産権が創造 され,こ れが当事者間で交渉 ・取引されること

を条件 としている。

⑥ コースの定理が本当に成立するのか という研究では,明 示的にあるいは暗

黙的に,効 率性の定義 としてパ レー ト効率性が採用 されているとみなされてい
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る。 しか し,コ ースの定理では効率性の定義 としてカル ドア ・ヒックスの効率

性が採用されていると考えられるべ きである。この ときには,効 率性主張が成

立す る。

⑦ コースの定理は 『法 と経済学』の起源ではないが,こ の学問領域の発展に

大いに貢献 した。この定理が議論 される前の 『伝統的な法 と経済学』において

は,外 部性の問題は道徳的な側面からのみ考慮 されてきた。しか し,コ ースの

定理以降の 『新古典派的な法と経済学』では,新 たに効率性の観点から外部性

の問題 を解決する方法が検討されるようになった。この意味において,コ ース

の定理 は 『法 と経済学』を発展させ る契機 となった と言える。例えば,財 産権

ルールの概念は,エ ージェンシー理論や取引コス ト論,財 産権の理論 といった

『企業組織の経済学』の発展の契機 を与えた。カラブレジ(1991)で 指摘され

たように,現 実の世界において,取 引コス トを除去 ・軽減することは非効率生

を除去 ・軽減するのではな くて,効 用可能性 フロンティアを外側にシフ トさせ

ることで主体の効用を高め,カ ル ドア ・ヒックスの効率性 を改善することにな

るのである。



276 商 学 討 究 第54巻 第1号

参 考文献

J.M.Buchanan(1986)Liberty,Marketa〃dState,HarvesterPress

G.Calabresi(1965)"TheDecisionforAccidents:AnApproachtoNonfaultAllocation

ofCosts"HarvardLawReview78,PP.713-745

G.Calabresi(1968)"TransactionCosts,ResourceAllocationandLiabilityRules-A

Comment"JournalofLawandEconomics11,pp.67-731

G.Calabresi(1991)"ThePointlessnessofPareto:CarryingCoaseFurther"YaleLaw

Journal100,PP.1211-1237

G.Calabresi&A.D.Melamed(1972)"PropertyRules,LiabilityRu .les,andInalienbil-

ity:OneViewoftheCathedral"HarvardLawReview85,pp.1089-1128

RH.Coase(1937)"TheNatureoftheFirm"Economica,n.s,4,pp.386-405

R.H.Coase(1960)"TheProblemofSocialCosts"JournalofLawandEconomics3,

pp.1-44

R.H.Coase(1988)"TheNatureoftheFirm:Origin,Meaning,Influence"Journalof

Law,Economics&Organization4,pp.3-47

J.L.Coleman(1988)Markets,MoralsandtheLaw,CambridgeUnivefsityPress

R.D.Cooter(1989)"TheCoaseTheorem"inJ.Eatwell,M.Milgate,P.Newman(eds.)

∠4〃ocation,InfoemationandMarkets,Macmilla血Press,pp.64-70

D.L.Coursy,E.Hoffuman&M.L.Spitzer(1987)"Fear'andLoathingintheCoase

Theorem:ExperimentalTestsInvolvingPhysicalDiscomfort"JournalofLegal

Studies16,pp.217-248

T.C.Crocker(1971)"Externalities,PropertyRights,andTransactionsCosts:An

EmpiricalStudy"JournalofLawandEconomics14,pp.451-464

G.Daly(1974)"TheCoaseTheorem:Assumptions,ApplicationsandAmbiguities"

EconomicInquiry12,pp.203-213

旺Demsetz(1964)"TheExchangeandEnforcementofPropertyRights"Journalof

law&Economics7,pp.11-26

H.Demsetz(1967)"TowardaTheoryofPropertyRights"AmericanEconomicRe.

view57,pp.347-359

H.Demsetz(1972)"WhendoestheRuleofLiabilityMatter?"JournalofLegalStu-

dies1,pp.13-28

JFarrel1(1987)"lnformationandtheCoaseTheorem"Eco耳omicPerspectives1',

pp.113-129

H.E.FrechIH(1973)"PricingofPollution:TheCoaseTheoremintheLongRun"Bell

JournalofEconomicsandManagementScience4,pp.316-319

H.EFrech皿(1979)"TheExtendedCoaseTheoremandLongRunEquilibrium:The



コースの定理は本当に成立するのか.(2) 277

NonequivalenceofLiabilityRulesandPropertyRights"EconomicInquiry17,

pp.254-268

A.Gifford,JR.andC.C.Stone(1973)"Externalities,LiabilityandtheCoaseTheorem:

AMathematicalAnalysis"WesternEconomicJournal11,pp.260-269

V.Goldberg(1976)"RegulatingandAdministeredContracts"BellJournalofEcono-

mics7ゴpp.426-425

S.Grossman&0.Hart(1986)"TheCostsandBenefitsofOwnership:ATheoryof

VerticallandLateralIntegration"JournalofPoliticalEconomy94,PP.691-719

0.Hart(1988)"lncompleteContractsandtheTheory・oftheFirm"Joμrna!ofLaw,

Economics&Organization4,pp.119-139

0.Hart&B.Holmstrom(1987)"TheTheoryofContracts"inTBewley(ed.)Advan-

cesinEconomicThory,CambridgeUniversityPress,pp.71-155

J.R.Hicks(1939)"TheFoundationsofWelfareEconomics"EconomicJournal49,

pp.696-712

E.Hof[uman&M。L.Spitzer(1982)"TheCoaseTheorem:SomeExperimentalTests"

JournalofLaw&Economics25,pp.73-98

E.Ho'ffuman&MLSpitzer(1985)"Entitlements,Rights,andFairness:AnEx-

perimenalExaminationofSubjects'ConceptsofDistributiveJustice"Journalof

LegalStudies14,pp.259-297

EHoffuman&M.L.Spitzer(1986)"ExperimentalTests・oftheCoaseTheoremwith

LargeBargainingGroups"JournalofLegalStudies15,ppユ49-171

PJoskow(1985)1`VerticalIntegrationandLong-TermContracts:TheCaseofCoal-

burningElectricGeneratingPlants"JournalofLaw,Econo「mics&Organization1,

pp.33-80'

PJoskow(1988)"AssetSpecificityandtheStructureofVerticalRelationship:

EmpiricalEvidence"JournalofLaw,耳conomics&Organization4,pp.95-117

P.Joskow(1991)"TheR61eofTransactionCostEconomicsinAntitrustandPublic

UtilityRegulatoryPolicies"JournalofLaw,Economics&Organization7,pp.53-83

NKaldor(1939)"WelfarePropositionsofEconomicsandInterpersonalComparisons

ofUtility"EconomicJournal49,pp.549-552

B.Klein,RCrawford,A.Alchian(1978)"VerticalIntegration,AppropriableRentsand

theCompetitiveCotractingProcess"JournalofLaw,Economics21,pp.297-326

M.T.Maloney(1977)"TheCoaseTh .eoremandLong-RunIndustryEquilibrium"

QuarterlyReviewofEconomics&Business17,pp.113-118

J.M.MarchandandK.P.Russell(1973)"Externalities,Liability,Separability,andRe-

sourceAllocation"AmericanEconomicReview63,pp.611-620

S.G.Medema(1993)"lsThereLifebeyondEfficiency?ElementsofaSocialLawand



278 商 学 討 ・究 第54巻 第1号

Economics"ReviewofSocialEcono田y51,ppユ38-153

S.G.Medema(1994)1～o〃aldH.Coase,St.Martin'sPress

EJ,Mishan(1967)"ParetoOptimalityandtheLaw"AmericanEcomonicReview17,

pp.255-287

EJ.Mishan(1971>"ThePostwarLiteratureonExternalities:AnInterpretative

Essay"JournalofEconomicLiterature9,PP.1-28

G.W.Nutter(1968)"TheCoaseTheoremonSocialCost:AFootnote"JournalofLaw

andEconomics11,pp.503-507

AMPolinsky(1974)"EconomicAnalysisasaPotentiallyDefectiveProduct:A

Buyer'sGuidetoPosner'sEconomicAnalysisofLaw"HarvardLawReview87,

ppユ655-1681

R.A.Posner(1990)"LawandEconomicsIsMora王"Valparaiso'UniversityLawRe-

view24,pp.163-173

A.Randal1(1974)`℃oasianExternalityTheoryinaPolicyContext"NaturalResour-

cesJourna114,PP.35-54

DH.Regan(1972)"TheProblemofSocialCostRevisited"JournalofLawandEcono-

mics15,pp.427-437

WJ.Samuels(1974)"TheCoaseThoremandtheStudyofLawandEconomics"

NaturalResourcesJournal14,PPユ ー33

W.Schulze&RalphC.D'Arge(1974)``TheCoaseProposition,InfbrmationConstraints,

andLong-RunEquilibrium"AmericanEcomomicReview64,pp.763-772

W.Schulze&RalphC.D'Arge(1977)"TheCoaseProposition,Inf6rmationConstraints,

andLong-RunEquilibrium:Reply"AmericanEcomomicReview』67,pp.462-463

D.LShapiro(1974)"ANot60nRentandtheCoaseTheorem"JournalofEconomic

Theory7,pp.125-128

GJ.S㌻igler(1966)The7「heoryof.Price3rded.,MacMillan

RA.Tybout(1972)"PricingPollutionandOtherNegativeExternalities"BellJournal

ofEconomicsandManagementScience3,pp.252-266

R.A.Tyboqt(1973)"PricingofPollution:Reply"BellJournalofEconomicsandMan-

agementScience4,pp.320-321

V.G.Veljanovski(1977)``TheCoaseTheorem-TheSaysLawofWelfareEcon6mics?"

EconomicRecord53,pp.535-541

V.G.Veljanovski(1981)``WealthMaximization,LawandEthics-OntheLimitsofEc6-

nomicEf且ciency"InternationalReviewofLawandEconomics1,pp.5-28

0.Williamson(1975)MarketsandHierarchies.● ・4〃alysisandA〃titrustfmPlications,

FreePress

O.WiUiamson(1976)"FranchiseBiddingfbrNaturalMonopolies-lnGeneralandwith



コースの定理は本当に成立するのか(2) 279

regardtoCATV"BellJournalofEconomics7,pp.73-104

O.Williamson(ユ979)"Transaction-CostEconomics:TheGovernanceofContractual

Relations"JournalofLaw&Economics3,pp.233-261

0.Williamson(1983)"CredibleCommitments:UsingHostagestoSupportExchange"

AmericanEconomicReview73,pp.519-540

0.Wi皿iamson(1985)TheEconomicInstituionscゾCapitalism,FreePress

R.O.Zerbe(1976)"TheProblemofSocialCost:FifteenYearsLater"inS.A.Y.Lin(ed.)

TheoryandMeasurementofEconomicExternalities,AcademicPress,pp.29-40

R.O.Zerbe(1980)"TheProblemofSocialCostinRetrospect"ResearchinLawand

Economics2,pp.83-102

鵜 野 好 文 ・中 村 竜 哉(1994)「 所 有 構 造,企 業 者 イ ン セ ン テ ィ ブ と 日 本 的 組 織 シ ス テ ム 」

小 樽 商 科 大 学 商 学 討 究45(1),pp.81-105

奥 野 正 寛 ・鈴 村 興 太 郎(1988)『 ミ ク ロ経 済 学ll』 岩 波 書 店

中 村 竜 哉(1997)「 コ ー ス の 定 理 と 企 業 組 織 」小 樽 商 科 大 学 商 学 討 究47(4),pp.247-268

中 村 竜 哉(2000a)「R.H.コ ー ス に よ る 企 業 の 理 論 に つ い て の 一 考 察(1)」 小 樽 商 科 大

学 商 学 討 究50(2,3),pp.159-191

中 村 竜 哉(2000b)「R.H.コ ー ス に よ る 企 業 の 理 論 に つ い て の 一 考 察(2)」 小 樽 商 科 大

学 商 学 討 究50(4),pp.71-106


